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ベトナム社会主義共和国におけるロータス・フード・グループ株式会社との 

ドラッグストア事業展開を目的とした基本合意書の締結に関するお知らせ 

 

  当社は、2019 年７月 16 日開催の取締役会において、ベトナム社会主義共和国（以下:ベトナムとい

う）の事業会社であるロータス・フード・グループ株式会社との間で、ベトナムにおいてドラッグス

トアを開発・運営するための合弁事業推進を目的とした基本合意書の締結を決議し、本日、正式に締

結いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．目   的 

  ロータス・フード・グループ株式会社（以下：ロータス・フード・グループという）は、ベトナ

ムにおいて食品製造業、輸出入及び流通卸売業、外食事業を運営・統轄する会社であり、日本企業

との良好な関係のもと複数の合弁会社を運営する複合企業であります。 

  マツモトキヨシホールディングスは、「1st for you. あなたにとっての、いちばんへ。」をグルー

プ経営理念に掲げ、常にお客様の視点をもって、新たな付加価値の創造と心を込めたサービスを提

供することで継続的な成長と企業価値の向上を図り、ドラッグストア業界のリーディングカンパ

ニーとして更なる飛躍を目指しております。 

  このたびの、ロータス・フード・グループとの基本合意は、当社グループの経営ビジョン・経営

目標達成に向けた重点戦略の一つとして掲げる「積極的なグローバル展開の推進」に資するもので

あり、すでにタイ王国や台湾において展開する海外事業の拡大を意味するものであります。 

  ベトナムにおいては、近年の安定した経済成長を背景とした中間所得層の増加により、流通小売

市場は急速な拡大をみせております。現在は、伝統的な小売業態が８割を占める市場とされ、新た

な小売業態として「ヘルス＆ビューティーの品揃えを強化する日本型のドラッグストア業態」の普

及余地は大きく、発展が期待できるものと見られております。また、都市部を中心として、生活者

の美と健康への意識は非常に高く、ベトナムからの訪日観光客の購買情報からも、いまだベトナム

では販売されていない日本の化粧品や健康食品には安定的な需要が見込まれるものと考えており

ます。 



 

 

さらに、ベトナムからの訪日客数の増加に伴い、日本のみならずベトナム国内においても生活者

に向けた当社サービスや商品の提供機会として、親和性が高い市場であると考えております。 

  このような環境を鑑み、両社はお互いの持つ専門的なノウハウ・各種リソース・インフラなどの

経営資源を活用することで、ベトナムにおける「マツモトキヨシ」店舗の展開を図ることを目的と

して、合弁事業に関する基本合意書を締結することといたしました。 

    なお、ベトナムにおける事業展開の具体的な内容に関しましては、今後両社で協議・検討し進め

てまいります。 

 

２．両社の概要 

（１）ロータス・フード・グループ株式会社の概要 

（１）名 称 ロータス・フード・グループ株式会社 

（２）主 な 事 業 内 容 製造業、流通卸売業、外食業を含む子会社・合弁会社の管理・統轄 

（３）設 立 年 月 日  1995 年 

（４）本 店 所 在 地  ベトナムホーチミン市ビンタン区７街区トランロン通り９－９Ａ

番地 

（５）代 表 者  代表取締役社長兼 CEO レ・バン・メイ 

（６）資 本 金  300 億ドン（約 1.5 億円）※2018 年 

（７）売 上 高  1.5 兆ドン（約 75 億円）※2018 年 

 

（２）株式会社マツモトキヨシホールディングスの概要 

（１）名 称 株式会社マツモトキヨシホールディングス 

（２）主 な 事 業 内 容 子会社の管理・統轄および商品の仕入・販売 

（３）設 立 年 月 日  2007 年 10 月 1 日 

（４）本 店 所 在 地  千葉県松戸市新松戸東９番地１ 

（５）代 表 者  代表取締役社長  松本 清雄 

（６）資 本 金  22,051 百万円 

（７）売 上 高  575,991 百万円（連結）※2019 年３月 31 日現在 

 

３．今後の見通し 

    具体的な事業展開につきましては、今後両社で順次決定してまいりますが、当社の 2020 年３月

期連結業績に与える影響は現在のところ軽微であります。 

 

以上 

 

 


